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まず、辺野古アセス訴訟の判例（那覇地判平成 25 年 2 月 20 日、福岡高判・平成 26 年 5 月 27 日、最決
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ーフス条約における住民参加を詳しく研究するために、2016 年 10 月 17 日にオーフス条約のガイドライン
を執筆し、現在は中央ヨーロッパ大学環境化学・環境政策学部准教授の Stenphen Stec先生の講演会に参加
した。 
また 2016 年 10 月 20 日に沖縄県での実地調査が行われ、本件訴訟を検討するにあたり不可欠な基地の歴




























































































委員（陸域動物）【会長】 宮城 邦治 （現職：沖縄国際大学名誉教授） 
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委員（大気環境）【副会長】 堤 純一郎 （現職：琉球大学工学部教授） 
委員（水環境） 吉永 安俊 （現職：琉球大学名誉教授） 
委員（水環境） 大出 茂 （現職：琉球大学理学部教授） 
委員（水環境） 仲座 栄三 （現職：琉球大学工学部教授）  
委員（地形・地質） 前門 晃 （現職：琉球大学法文学部教授）   
委員（陸域動物） 辻 瑞樹 （現職：琉球大学農学部教授） 
委員（陸・海域動物） 立原 一憲 （現職：琉球大学理学部准教授） 
委員（陸域植物） 新城 和治 （現職：元琉球大学教授） 
委員（陸域植物） 横田 昌嗣 （現職：琉球大学理学部教授）  
委員（海域植物） 須田 彰一郎 （現職：琉球大学理学部教授） 
委員（海域動物） 日高 道雄 （現職：琉球大学理学部教授） 
委員（景観） 小野 尋子 （現職：琉球大学工学部准教授）  
表 1：平成 25年 9月 12日～28年 9月 11日沖縄県環境影響評価審査会委員一覧表1 
⑤参考文献 
・村山武彦(2005)「環境影響評価（公共事業）における住民参加について」(平成 16 年度・第２回公開セ
ミ ナ ー 講 演 レ ポ ー ト （ 平 成  17 年  1 月  21 日  宮 城 県 民
会）) ,[online]http://www.jeas.org/modules/backnumber/board2/member/seminar/tech_seminar/h16_5th
/02.pdf(参照 2016-9-10) 
・ 沖 縄 県 環 境 影 響 評 価 条 例 の あ ら ま し （ パ ン フ レ ッ ト ） ,[online] 
http://www.pref.okinawa.jp/site/kankyo/seisaku/hyoka/documents/kankyoueikyou-pamphlet.pdf( 参 照
2016-9-13) 
・南博方・大久保規子(2009)「要説 環境法(第四版)」  
 
(2) オーフス条約 
オーフス条約とは、1998 年 6 月に採択された、環境問題における情報へのアクセス、意思決定への市民
参加及び司法へのアクセスに関する条約である。即ち、「環境情報へのアクセス権」、「意思決定への市民参




市民参加について、オーフス条約は、①各種許可（第 6 条）、②計画、プログラム等(第 7 条)、③行政立
法等(第 8条)に分けて定めている2。オーフス条約第 6条において、市民参加の対象（第 6条第 1項）、意思
決定の早い段階で参加手続等を適切で効果的に「関心をもつ公衆」に知らせ（第 6条第 2、3項）、初期段階
で効果的な参加できる機会の保障（第 6条第 4項）、市民参加に関する情報の開示（第 6条第 6項）、市民参
加の手段（第 6条第 7項）、市民参加の結果に関する「適切な考慮の要求（第 6条第 8項）、決定及び理由提
示義務を課す（第 6 条第 9 項）等が定められている。オーフス条約第 6 条第 3 項3では住民参加について、
                                                  
1沖縄県 HPより抜粋(http://www.pref.okinawa.jp/site/kankyo/seisaku/hyoka/shinsakai/shinsakai.html) 
2大久保規子「オーフス条約と EU環境法―ドイツ 2005年法案を中心として―」特集 1 世界の環境法は
今=6(2006a)32頁参照。 
3オーフス条約第 6条第 3項により、公衆参画の手続は、上記第 2項にしたがって公衆に知らせ、かつ、公衆
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できる。また、沖縄環境影響評価条例第 4条の 6第 2項により、配慮書手続において事業者が住民への説明
会を開催することを定めている。 































環境管理第 42巻第 7号(2006b)680頁参照。 
6大久保規子(2006b)680頁参照。 
7大久保規子(2006b)680頁参照。 
8大林啓吾「ジュゴン訴訟の法的意義 ―動物裁判の新展開と手続的統制の意義―」法政論叢第 51 巻第 1 号
(2014年)153頁参照。 
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  ・本件各確認の訴えについて 
(a)環境基本法に基づいて制定されている環境影響評価法によると、事業者は住民らの意見に配意し、
応答する義務を負っている。 
   (b)環境影響評価手続きにおいて方法書及び、準備書に対して意見を述べることは「意見陳述権」と
して保障されている。 














   本件では、行政事件訴訟法 4 条後段の確認訴訟における確認の利益の充足の有無を判断するにあたっ
て、環境影響評価法及び沖縄県環境影響評価条例が定める方法書及び準備書の策定手続における意見提
出手続の法的性質が論点となった。 
   本判決は、環境影響評価法が定める意見提出手続を情報手段として理解し、本手続の権利性を否定し
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 ・鈴木和典 平成 25 年行政関係判例解説 129 貢 
 ・山田健吾 判例セレクト 2009-2013 59 貢 





















































































  ②法に基づいて市民から出された意見が，知事意見に反映されることはあるか。 
   ⇒公共の福祉に合うものは知事意見形成に多少反映される。 
 (2)市町村意見との関係 












 (2)審査会における意見聴取等（アセス条例施行規則 66 条） 
  ①専門家等の意見聴取は，実際どの程度行われているか。例えば，辺野古の場合，ジュゴンの専門家等，
関連分野の専門家の意見は聴取したか。 
   ⇒これもまた程度問題のため答えることは難しいが、辺野古の場合で言えば、ジュゴ     ンの
専門家やその関連分野の専門家には幅広く意見聴取を行った。 
  ②事業者の意見を聴くことはあるか。⇒審査会での事業者説明はある。 
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   ⇒必要に応じて又は事業者からの申し出に応じて、場所の提供等協力している。 
  ②実際の参加状況はどうなっているか。 
   ・参加者層(どの年齢層が多いかなど)や人数等は把握しているか。 
   ・把握している場合，配慮書・方法書・準備書の説明会における参加者の数などの差はあるか。多い
ときで，どのくらいの人が参加しているか。 












































2016 年 10月 22日には、沖縄国際大学で開催された第 33回日本環境会議沖縄大会に参加した。スケジュ
ールの都合上、大会のすべてに参加することはできなかったが、全体会及び第一分科会には出席した。大会
のテーマは「環境・平和・自治・人権」ということで、私たちが調査対象としていたアセスの問題点につい
ての講演を聞くことができただけでなく、沖縄県の環境そのものについて、沖縄県の「自己決定権」につい
て、日米安保と沖縄の関係など、沖縄の基地問題に対して、様々な観点からの講演を聞くことができた。講
演では、今日のアセスは民主性も科学性も欠けており制度が形骸化しているという批判、国は人口の少ない
(＝少数派の)沖縄県の利益を無視しているという批判、沖縄県の自治が他の自治体とくらべて不当に差別さ
れてきたという批判など、国に対する批判が多くみられた。講演を通して、アセスにどんな問題があるのか
を知り、さらに基地建設事業の影響力の大きさも実感した。 
 
(6)終わりに 
 事前に日本のアセス制度及び辺野古訴訟を分析するとともに、海外において市民参加の基準とされている
オーフス条約を研究したことで、普天間基地移設にかかるアセスの問題について、判例を評釈しただけでな
く，環境評価の国際的な基準となっているオーフス条約と日本のアセスとを比較して考えることができ，多
角的な視点で行政の問題を見つめることが可能になった。また，現地でヒアリングをすることによって，行
政である沖縄県がアセス制度を通して住民とどのように関わっているのか、沖縄という特殊な自然環境のな
かでより良いアセスを行うため、いかに試行錯誤しているかなど聞くことができ、資料等による勉強だけで
はわからないような、より具体的な行政の姿を見ることができた。加えて、 
ツアーや環境会議に参加することで、沖縄県の方々が基地そのものに対してだけでなく、日本という国自体
に怒りを感じていること、関係住民の方々がそうした抑えきれぬ怒りをもって訴訟や抗議といった活動をし
ていることなど，これもまた教室の中では決して学ぶことができない，まさに「現場」の声を聞くことがで
きた。現地で得た経験は，これから，あるべき行政・あるべき法を考えていくうえで非常に役に立つものだ
と思う。 
 
 
